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　1995 年に施行された科学技術基本法を嚆矢と

して、大学の第 3 の使命としての「社会貢献」を

実現し、産業界の要請に応える技術開発を志向す

る中で、大学等高等教育機関の産学官連携活動は、

こんにち、新たな段階を迎えつつある。すなわち、

産学官連携の現場では、「産」と「学」の「温度差」

の問題 1 が先鋭化してきている。産業界にとって

は、一頃魅力的であった高等教育機関の先端性よ

りも、高等教育機関の研究開発のスピード感のな

さと事業化志向性の低さというある種の「学」の

ナイーブさが産学官連携に二の足を踏ませる結果

をもたらしつつある 2。経済政策、産業政策とし

ての産学官連携が、地方では、自治体主導で進展

しつつあるが、協議会、コンソーシアム、ワーク

ショップなどへの中小企業の参加が少ないという

現状は、産学官連携への中小企業の戸惑いを雄弁

に物語っている 3。すなわち、大学教員の何かし

ら偉そうな物言いをするという大学教員「像」が、

中小企業関係者を萎縮させてしまうのである。

　他方、2005 年 1 月 28 日中央教育審議会答申「我

が国の高等教育の将来像」においても、高等教育

機関の教育、研究、社会貢献についての役割とそ

の分化についても踏み込まれている。すなわち、

世界最高水準の研究開発を産学官連携で行なう

「研究型大学」から、リメディアル教育を含んだ

社会教養の教育を主眼とする「教育専念大学」ま

での「序列化」である。各高等教育機関は、自ら

の使命を再考し、戦略的選択を迫られているとい

えるだろう。

　こうした背景の中で、産学官－地域連携のあり

方も、産学共同の研究開発から教育的観点を含

んだサービスラーニング 4 による地域経済活性化

（まちづくり）まで、裾野が広がりつつある段階

にある。その実践には、枚挙にいとまがない 5 。

しかし、それをコーディネートする連携機能につ

いては、充分な論考の蓄積があるとは言えない 6 。

本稿は、産学官－地域連携の成功事例からの検討

ではなく、コーディネートのための連携機能に着

目している。

　産学官－地域連携は、「大学がある街」におけ

る特権ではないと筆者は考える。自治体数にして

全国の 8 割の市町村には大学がない 7。「ある街」

にはある街なりの、「ない街」にはない街なりの

あり方とやり方が存在していると考える。「大学

がない街」舞鶴での産学官－地域連携の取り組み

として、2004 年 7 月に「京都・まいづる立命館
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地域創造機構（MIREC）」が設置され 8 、3 年間

のプロジェクトとしての第 1 フェーズが終了し

た。筆者は、山田一隆 (2005) において、MIREC

の展望について、内発的な「地域づくり」を支え

る「地域密着型・公益型シンクタンク」として発

展することが求められるとの見解を示した。すな

わち、舞鶴に存在する地域資源と舞鶴以外の地域

から導入する資源をマネジメントしながら、多地

域間の地域経済社会の相補的な関係性の構築を実

践的に行なうことを志向するプラットフォームと

いう機能が MIREC のコア・コンピタンスには存

在する。

　筆者は、「大学がない街」舞鶴における産学官

－地域連携の当該取組を、その中心的コーディ

ネート活動にかかわりながら、参与観察的に調査

してきた。そこで経験的に明らかとなった知見に

ついてはその都度研究成果をまとめてきた。本稿

では、MIREC 関係者へのアンケート調査をもと

に、「大学がない街」において地域経済社会活性

化を志向する場合、その一手法として産学官－地

域連携を取り入れる際の在り方とやり方につい

て、実践的な考察を行ない、舞鶴以外の地域にお

いても適用可能な実践的示唆をもたらすことを目

的とする。

　MIRECは既述のとおり、国際産学官連携のコー

ディネート拠点機能を目指したプロジェクトで

あった。上述のコア・コンピタンスにも掲げられ

ているプラットフォームを実現するには、機関や

組織、団体、個人が MIREC を中心にネットワー

クを形成し、形成されたネットワークを活用して、

事業を推進していくことが求められる。したがっ

て、本稿では、大きく分けて 2 つの分析視角を持

つ必要がある。

　1 つは、藤本瞭一 (2005) が指摘するように、産・

学・官の各セクターに「温度差」があったのか否

かという点である。これは、MIREC が抱える個

別案件においても、MIREC のコア・コンピタン

スやレーゾン・デートルに関わる使命を共有し得

ていたかという点で重要であると考えられるから

である。松浦満 (2006) は、研究を主体とする大学

の役割を、1) 世界をリードする研究の展開、2) 優

れた人材の育成、3) 研究成果の社会還元、の 3 点

に、地域からの期待を、1) 地域における知の拠点、

2) 地域発展のためのブレイン兼プレイヤー、3) 地

域産業界への研究開発と知財戦略の支援、の 3 点

にそれぞれ整理している。松浦満の整理に従えば、

研究を主体とする大学の役割と地域からの期待の

それぞれ番号を付した各々がかみ合えば産学官連

携は「温度差」を生じることなしに推進される可

能性は高いのかもしれない。他方、桜井政成と山

田一隆 (2009) の調査の過程で、文部科学省のいわ

ゆる「特色 GP」「現代 GP」においても、工学系

学部や工業高等専門学校を中心に、工学系人材育

成と産学官連携による製品開発を目指すプロジェ

クトの採択が散見されている 9 。これらに共通し

ているのは、「温度差」があることを前提としつつ、

「温度差」をお互いの役割分担に変換することで克

服し、人材育成や製品開発につなげようとしてい

る点である。これは、出川通 (2006) が示す「産学

官連携と共同研究・開発の範囲」にも合致してお

り、マネジメントの分野では Stage Gate Model10 

における Stage ごとのアクターの交代をスムーズ

に行うことが重要であるということでもあろう。

　もう 1 つは、MIREC がネットワークの結節点

となっていたか否かという点である。Granovet-

ter    (1973=2006) は、「コミュニティ内に局所ブ

リッジの数が多いほど、そしてその次数が大きい

ほど、そのコミュニティは凝集的であり、一致し

て行動を起こす能力が高い」(Granovetter 2006, 

p.144) という。ロジャーズ、E. M. とロジャーズ、

R. A. (1962=1985) に依拠しているとみられる狩俣

正雄 (1992) は、組織コミュニケーションにおい

て「連結者」Liaison の役割を重視しており、「連
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結者」がいずれのクリークにも属していないが各

クリークとの接触を通して、「ブリッジ」Bridge

を形成しクリーク間の情報を流す上で重要な役

割をしているという ( 狩俣正雄 1992, pp.167-190)。

Granovetter(1973=2006) では、「局所ブリッジ」

を形成する結節点となるノードを担う人物は、何

らかのコミュニティ（クリーク）に属しており、

狩俣正雄は、「連結者」はいわば孤立無援となる

可能性を否定できない「ブリッジ」に支えられた

存在である。産学官連携の現場からは、末永聡

(2006) が「知識翻訳者」としての農業普及改良セ

ンター普及員の役割に注目し、農業従事者が新品

種の栽培に取り組み始めるプロセスに寄り添う普

及員からは、「普及職員にとって普及先に伝える

際の工夫や橋渡し役の実践は特筆すべきことでは

なく、ごく普通のことである」との声を指摘し、

日常的なブリッジ役を担っているという。また、

澤田芳郎 (2004、2006) は、「産と学という『二つ

の異なるドメイン』」における「矛盾請負人」と

してコーディネータを位置づけ、「コーディネー

タは両者の板挟みになり、その状況はコーディ

ネータの威信問題という形をとることもある」と

して、「システムとして十分な威信やリソース」

をリエゾンオフィスに与えることの重要性を提起

している。産学官連携コーディネータについて

は、末永聡や澤田芳郎から得られる示唆は、農業

改良普及センターといった雇用面での確固たる基

盤、十分な威信と資源（あるいはそれに関する情

報）の提供、の 2 つが産学官連携コーディネー

タを支える要件 11 として浮き彫りになるという

ことではなかろうか 12。翻って、MIREC は「場」

としては、狩俣正雄のいうように「連結者」とし

て「ブリッジ」を形成する反面、孤立無援の存在

としてあったかもしれない。他方、末永聡や澤

田芳郎が指摘するような、MIREC が確固たる雇

用基盤と充分な威信と資源を提供する基盤が充

分であったとはいえない。しかし、その中でも、

MIREC に関わりを持つ人々が集うことに支えら

れて、「ブリッジ」を形成し、「連結者」としての

役割を果たしてきたのではないか、また、「局所

ブリッジ」を形成するノードを担う人物が集うこ

とで、コーディネータ個人も「局所ブリッジ」と

して人々の交流・情報交換の結節点としてネット

ワークを形成し得たのではないか。つまり、「コー

ディネータの威信問題」を回避する装置として、

「場」としての MIREC が形成するネットワーク

が、コーディネータ個人を「ブリッジ」によって

支えてきたということができる。一例を上げれば、

MIREC が産学官連携で開発した新型活浄水器の

事例では、中国・大連の高級集合住宅に活浄水器

を各戸設置する可能性があることを発掘したのは

MIREC による大連調査であり、舞鶴の活浄水器

製造事業所と京阪神の貿易商を「お見合い」させ

たのは MIREC と舞鶴港振興会であり、京阪神の

貿易商のカウンターパートとなる大連の貿易商を

発掘したのは MIREC と中国国際貿易促進委員会

（国貿促）大連市分会であった。ここに登場する

アクターが各々の強みを自認した上で「強－強」

連携したことが事業化への確度を飛躍的に高めた

といえる。つまり、それぞれの組織の担当者が、

MIREC という「場」を通して、コーディネータ

を中心にした「ブリッジ」を介して、自らの強み

を交流・分有するネットワークを形成した結果が

もたらした「成功事例」であったといえる。

　本調査は、MIREC の運営委員、客員研究員、

事務局スタッフ経験者、その他比較的来所回数が

多く、住所等の連絡先がわかっている者 70 名を

対象に、A4 判 4 ページにわたるアンケート調査

票を郵送配布・郵送回収する方式で実施した。回

収数は 35、回収率は 50.0%であった。

　調査内容は、1)MIREC を介して形成された

ネットワークが現在に至るまで活用されているか



32 北東アジア地域研究　第15号　2009年10月

どうか、2)MIREC のような産学官連携コーディ

ネート拠点が具備すべき機能についてとは一般

的に何であり、それを MIREC は具備していたか、

3)MIRECが第1フェーズを終え、「小休止」13 に入っ

た原因と再起動するための条件は何か、4)MIREC

のような取り組みは他地域でも援用可能か、の大

きくは 4 点である。

　MIREC 開設時期の職業については、「行政」

(31.4% ) が最も多く、「産業界」(25.7% )、「高等教

育機関」(22.9% ) が次いでいる。MIREC 開設時

期の年齢については、平均で 51.21 歳となってお

り、「行政」で 46.82 歳とやや低く、「高等教育機関」

で 55.50 歳とやや高くなっている。MIREC との

接触頻度は、「月に 1 回」(37.1% ) が最も多く、「月

に 2-3 回」(28.6% ) が次いでいる。

(1)　MIREC のネットワーク形成効果

　MIREC を介して形成・強化されたネットワー

クについて人数をたずねたところ、異業種につ

いては平均 8.909 名 14 、同業他社については平均

3.547 名であった。そのうち、現在でも活用可能

なネットワークは、異業種については平均 4.667

名、同業他社については平均 2.435 名であった。

さらに、現在でも活用しているネットワークは、

異業種については平均 3.414 名、同業他社につい

ては平均 1.929 名であった。MIREC の「小休止」

によって、ネットワークの不活性化が生じたこと

は間違いないといえる。とりわけ、異業種とのネッ

トワーク活性は著しく低下したのではないかと考

えられる。

　これを産学官のセクター別に減少傾向をみたも

のが第 1 図である。第 1 図では、横軸に「形成強
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化→活用可能」の減少人数、縦軸に「活用可能→

現在活用」の減少人数をとり、各セクターに属す

る個人の減少度合いの重心をプロットして示して

いる。

　第 1 図に拠れば、高等教育機関の異業種との

ネットワーク縮小が際立っている。また、高等教

育機関については、同業他社のネットワーク縮小

も顕著であり、高等教育機関どうしの「学学連

携」も MIREC の「小休止」を通して困難になっ

た様子が想起される。次いで減少傾向が大きいの

は行政である。行政の異業種とのネットワーク縮

小は全体の異業種とのネットワーク縮小よりも大

きな影響を受けている。行政における同業他社と

のネットワーク減少も全体よりも若干ではあるが

影響は大きい。国、府、市などの相互間のネット

ワーク形成の場としても MIREC は機能していた

ことになる。影響が小さかったのは産業界である。

MIREC を介したネットワーク形成効果がもとも

と小さく、他の商取引などでの付き合いがもとも

とあったことやそれが継続していることなどが考

えられる。

　これらのことから、本調査の回答者は、MIREC

に比較的かかわりを持っていた地域経済社会で

の「キーパーソン」であった。Granovetter のい

う「局所ブリッジ」を多く持っている人物だと考

えることができる。「局所ブリッジ」がさらに高

次のブリッジを形成するべく MIREC は機能して

いたことが示唆される。また、産学官のセクター

間によって、その影響度合いは異なっている。も

ともとコミュニティの凝集性が高いとみられた

高等教育機関や行政において、Bert(1992=2006)

に代表されるブリッジ型の社会関係資本に寄

与しうる MIREC の「小休止」による影響が

大きかったことは、それらのコミュニティが、

Coleman(1988=2006) に代表されるボンディング

型の社会関係資本を形成していることを、逆に示

唆しているものとみられる。

(2)　MIREC への期待とその評価

　第 2 図は MIREC に対する期待感を問うたもの

である。第 2 図中の「期待感」とは、「とても期

待していた」を 4 点、「期待していた」を 3 点、「あ
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まり期待していなかった」を 2 点、「全く期待し

ていなかった」を 1 点とし、各選択肢の度数をそ

れぞれ乗じたものの和を、無回答を除く回答総数

で除したものである。

　第 2 図に拠れば、MIREC 設立当初の期待とし

て、「期待度」が高かったのは、「MIREC を介し

た異業種や同業他社との人脈の拡大」(3.167)、「新

製品・新技術の開発」(3.065)、「『舞鶴』ブランド

の向上・情報発信」(3.063)、「京都舞鶴港の活性化」

(3.032) であった。「環日本海・北東アジア地域の

情報収集」(2.906)、「環日本海・北東アジア地域

との交易の増進」(2.839)、「国内日本海沿岸都市

との交流・連携」(2.600) はそれに次ぐ高さとなっ

ている。したがって、MIREC が設立当初期待さ

れていたのは、新製品・新技術の開発を目指した

ネットワークの形成とその連携先としての環日本

海・北東アジア地域との連携ということがいえる。

MIREC 設立当初の期待に関しては、職業別との

クロス集計を行ない、カイ 2 乗検定を行なったも

のの、有意な結果を得ることができなかった。換

言すれば、産学官のセクター間でバイアスは観測

されなかったということができる。この点におい

ては、産学官のセクター間でとりわけ「温度差」

があったということはできない。

　第 3 図は第 2 図にみた MIREC への期待感に対

して、MIREC の対応がどのようであったかをみ

たものである。第 3 図中の「対応度」とは、「期

待以上だった」を 4 点、「期待通りだった」を 3 点、

「やや期待外れだった」を 2 点、「全く期待外れ

だった」を 1 点とし、各選択肢の度数をそれぞれ

乗じたものの和を、無回答を除く回答総数で除し

たものである。期待に対する MIREC の対応とし

て、「対応度」が高かったのは、「MIREC を介し

た異業種や同業他社との人脈の拡大」(2.645)、「環

日本海・北東アジア地域の情報収集」(2.563) であっ

た。むしろ、「期待度」の大きかった「新製品・

新技術の開発」(2.406)、「『舞鶴』ブランドの向上・

情報発信」(2.188)、「京都舞鶴港の活性化」(2.032)

は相対的に低くなっている。「MIREC を介した

異業種や同業他社との人脈の拡大」については、
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MIREC の対応は無難であったが、結果を求めら

れる製品開発やブランド形成、港湾の活性化につ

いては十分な成果を上げられなかったことが想起

される。

　なお、MIREC 設立当初の期待に対する対応に

関しても、職業別とのクロス集計を行ない、カイ

2 乗検定を行なったものの、有意な結果を得るこ

とができなかった。換言すれば、産学官のセクター

間でバイアスは観測されなかったということがで

きる。この点においては、産学官のセクター間で

とりわけ「温度差」があったということはできな

い。

　「期待感」の大きさとそれへの「対応度」の高

さを比較するために、「期待感」と「対応度」の

差をとって図示したものが第 4 図である。「期待

度」と「対応度」の定義から、理論的には期待通

りの対応であれば 1、期待以上の対応であれば 0

に近づくことになる。

　第 4 図に拠れば、上述の内容がより明確となっ

た。すなわち、「京都舞鶴港の活性化」(1.000)、「『舞

鶴』ブランドの向上・情報発信」(0.875) が大きく

なっており、期待と実績・評価とのギャップが相

対的に大きかったことを示唆している。「環日本

海・北東アジア地域との交易の増進」(0.620)、「国

内日本海沿岸都市との交流・連携」(0.439)、「環

日本海・北東アジア地域の情報発信」(0.344) となっ

ており、「資金調達に関する情報収集」(0.233)、「初

等中等教育との連携によるこども・青少年の健全

育成」(0.235) に次いでギャップが小さくなってい

る。比較的「期待度」が高かったことを考えると、

環日本海・北東アジア地域に関する取組について

は、期待に応える実績・評価を得ているとみるこ

とができよう。

(3)　産学官連携コーディネート拠点が具備すべ

　き要件

　産学官連携コーディネート拠点が具備すべき

要件を、一般論として重要であるかどうかと

MIREC は具備していたかを区別してたずねた。

一般論として重要であるか否かについては第 5 図

に示した。第 5 図中「一般的重要度」とは、「と

ても重要」を 4 点、「やや重要」を 3 点、「それほ

ど重要ではない」を 2 点、「全く重要ではない」

を 1 点とし、各選択肢の度数をそれぞれ乗じたも

のの和を、無回答を除く回答総数で除したもので

ある。「一般的重要度」が高かったのは、「企画立

案能力・プロデュース力」(3.724)、「情報収集・発

信能力」(3.571)、「蓄積された経験」(3.552) であった。

　なお、産学官連携コーディネート拠点が具備す

べき一般的要件に関しても、職業別とのクロス集

計を行ない、カイ 2 乗検定を行なったところ、「情

報収集・発信能力」「政治的行動力」とのそれが

有意な結果を得た。

　第 2 表に拠れば、「高等教育機関」(3.83)、「行
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政」(3.64) が相対的に「一般的重要度」が高くなっ

ている。澤田芳郎 (2006) は、産学のコンフリクト

問題を取り上げているが、そこで今後の産学連携

の課題として「第一の問題はやはり知的財産管理

に関わってくる」としているように、情報収集・

発信のあり方に産学官で「温度差」があるものと
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37「大学のない街」における産学官連携の可能性

考えられる。すなわち、「学」は論文として公表

することを前提として情報収集を行なうし、「官」

は情報公開条例などによって行政活動のアカウン

タビリティを求められる時代を迎えている。他方

で、「産」は現在開発中の新製品・新技術について、

特許や商標登録を行なうなど、パテントマネジメ

ントの考え方が浸透している。そこで、収集・公

開すべき情報について、考え方の齟齬があるもの

と推察される 15。第3表に拠れば、「高等教育機関」

(3.14)、「産業界」(2.83) が相対的に「一般的重要

度」が高くなっている。「行政」は「一般的重要

度」が 2.00 で「それほど重要でない」と考えて

いる。これは、産学官連携を推進するためには、

コーディネータの力量として、ファンドレイジン

グ（資金調達）を含めた政治的行動力が必要だと

考える「産」と「学」に対して、議会制民主主義

の執行機関である行政からみれば、政治的行動力

はいわゆる「陳情」や「要求」のようなものであっ

て、さしたる影響力を持たないと考えているのか

もしれない。

　ところで、MIREC はこれらのコーディネート

拠点として具備すべき要件をどの程度満たしてい

たのであろうか。

　第 6 図は、MIREC が具備していた産学官連携

コーディネート拠点としての要件について問うた

ものである。第 6 図中「具備度」とは、「とても

具備していた」を 4 点、「具備していた」を 3 点、

「あまり具備していない」を 2 点、「全く具備して

いない」を 1 点とし、各選択肢の度数をそれぞれ

乗じたものの和を、無回答を除く回答総数で除し

たものである。「MIREC 具備度」が高かったのは、

「企画立案能力・プロデュース力」(3.074)、「国や

府の政策に関する情報」(2.963)、「環日本海・北

東アジア地域に関する情報」(2.923) であった。両

指標ともに「企画立案能力・プロデュース力」が

1 位となっており、MIREC は産学官連携コーディ

ネート拠点としての役割を、ある程度は果たして

いたと考えられる。

　なお、MIREC はこれらのコーディネート拠点

として具備すべき要件に関しても、職業別とのク
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ロス集計を行ない、カイ 2 乗検定を行なったもの

の、有意な結果を得ることができなかった。換言

すれば、産学官のセクター間でバイアスは観測さ

れなかったということができる。この点において

は、産学官のセクター間でとりわけ「温度差」が

あったということはできない。

　「一般的重要度」と「具備度」のギャップを比

較するために、「一般的重要度」と「具備度」の

差をとって図示したものが第 7 図である。「一般

的重要度」と「具備度」の定義から、理論的に

は一般的に重要であると考えられている要件を

MIREC が具備していなければ値は大きくなり、

相応に具備していれば 0、一般的に重要視されて

いない要件を MIREC が具備している場合には負

値になる。

　第 7 図に拠れば、MIREC に不足していたのは、

「蓄積された経験」(0.848)、「情報収集・発信能力」

(0.687)、「企画立案能力・プロデュース力」(0.650)、

「『目に見える成果』が上がる実行力」(0.609) の 4

点が際立っている。「企画立案能力・プロデュー

ス力」は、「一般的重要度」でも「具備度」でも

高かったにもかかわらず、相対的に不足している

要件として析出された。これは、MIREC の企画

立案が、環日本海・北東アジア地域の情報収集や

交易・交流の振興や産業振興を中心とした内容に

偏在して発揮されていたこと 16、生涯学習を含め

た市民文化活動や初等中等教育との連携という点

ではほとんど未着手であったことが考えられる。

「蓄積された経験」は、設置後 3 年という期間の

短さに起因する部分とコーディネータの経験不足

に起因する部分とが考えられる。「『目に見える成

果』が上がる実行力」は、「期待感」と「対応度」

のギャップでもみたように、「目に見える成果」

が少なかったことに起因するものと考えられる。

「情報収集・発信能力」については、既述の産学

官のセクター間の「温度差」が評価を分ける遠因

となっていると考えられる。逆に、「高度で迅速

な事務処理能力」(-0.016)、「知識の移転・翻訳能

力」(-0.049) は一般的重要度以上に MIREC は具

備しているという評価となった。NPO を含めた

非営利組織が「悩み」として抱える財務・会計処

理について 17、日商簿記 1 級有資格者をアルバイ

ト雇用し、その職員を中心にして財務・会計シス

テムを独自に構築した。また、不定期ではあるが、

電子メールを活用した客員研究員等に向けたメー

ルマガジンを配信した。こうした事務的ルーティ

ンを早期に構築したことがかかる評価につながっ

たものとみられる。その背景には、MIREC を自

立的で持続的な連携拠点として育てていくために

は、ルーティンや組織マネジメントを重視する必

要があったことに拠る。

(4)　MIREC 再起動の条件

　MIREC が「小休止」するに至った原因を問う
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39「大学のない街」における産学官連携の可能性

た結果を第 8 図に示した。第 8 図中「原因得点」

とは、「とてもそう思う」を 4 点、「そう思う」を

3 点、「あまりそうは思わない」を 2 点、「全くそ

うは思わない」を 1 点とし、各選択肢の度数をそ

れぞれ乗じたものの和を、無回答を除く回答総

数で除したものである。「原因得点」が高かった

のは、「政策一貫性が途絶えたこと」(3.121) が最

も多く、「MIREC の存続をかけた政治的行動力・

ムーブメントがなかったこと」(2.688)、「寄り合

い所帯による運営」(2.636) が次いでいる。2007

年 2 月の市長選挙で「実質的に」政権交代がなさ

れたことが大きな原因とみる回答者が多い。逆に、

「MIRECの使命が終了したこと」(1.719) は少なく、

MIREC の使命が失われたのではなく、政治的政

策的な「風向き」の変化によって MIREC は「小

休止」することになったと考えられているようだ。

なお、MIREC が「小休止」するに至った原因に

関しても、職業別とのクロス集計を行ない、カイ

2 乗検定を行なったところ、「国・府や近隣都市

との連携がなかったこと」とのそれが有意な結果

を得た。

　第4表に拠れば、「産業界」(2.56)、「高等教育機関」

(2.43) で原因得点が相対的に高くなっている反面、

「行政」(1.82) はやや低めである。「産」「学」と「官」
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の間に「温度差」をみることができる。他の行政

体との連携とはどのようなものであるのか、「産」

「学」にとっては研究会やワークショップ、イベ

ントで舞鶴市職員以外の公務員を頻繁に見かける

ことであろうし、「官」にとっては MIREC のオ

フィス外で行われるものも含めた日常的な連絡調

整業務であるのかもしれない。MIREC は全国的

な注目を集めてはいた 18 ものの、近隣自治体で

はほとんど知られていなかった。そうした不満も

「産」「学」にはあったのかもしれない。浮田次郎

(2008) で、MIREC 前機構長の本田豊氏の言葉を

引いて、「舞鶴市単独で考えようとせず、近隣自

治体と連携しながら京都府北部の持つ地域資源を

生かしていくことを考える必要がある」との指摘

は、「産」「学」の思いとして当を得ているのかも

しれない。

　MIREC 再起動の条件を問うた結果を第 9 図

に示した。第 9 図中「条件得点」とは、「とても

そう思う」を 4 点、「そう思う」を 3 点、「あま

りそうは思わない」を 2 点、「全くそうは思わな

い」を 1 点とし、各選択肢の度数をそれぞれ乗じ

たものの和を、無回答を除く回答総数で除したも

のである。「条件得点」が高かったのは、「地域の

ニーズの再考」(3.333)、「政策一貫性が担保される

こと」(3.219)、「イニシアチブを取る運営主体の登

場」(3.125)、「誰の目にも明らかな「目に見える成

果」を仕掛けること」(3.000) であった。「原因得点」

でも「条件得点」でも「政策一貫性」が高くなっ

ている。行政の予算措置や首長の政策やリーダー

シップに MIREC は依存してきたということがで

きよう。「条件得点」で「地域ニーズの再考」が高

くなっているのは、舞鶴地域における産学官連携

の必要性が理解されていないというより、本項冒

頭で紹介した藤本瞭一 (2005) の指摘が当を得てい

るのかもしれない。すなわち、大学教員の何かし

ら偉そうな物言いをするという大学教員「像」が、

中小企業関係者を萎縮させてしまうのかもしれな

い。また、本田豊 (2005a、2005b)、山田一隆 (2005)

が指摘するように、舞鶴市の特異な産業構造が影

響しているのかもしれない。つまり、造船業、窯
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41「大学のない街」における産学官連携の可能性

業の大工場を頂点とする企業城下町的体質である。

なお、MIREC 再起動の条件に関しても、職業別

とのクロス集計を行ない、カイ 2 乗検定を行なっ

たものの、有意な結果を得ることができなかった。

換言すれば、産学官のセクター間でバイアスは観

測されなかったということができる。この点にお

いては、産学官のセクター間でとりわけ「温度差」

があったということはできない。

(5)　他地域での援用可能性

　他地域での援用可能性についての問いでは、圧

倒的に援用可能との回答が多かった (27)。そこで

(4) で用いた「条件得点」と「原因得点」の差を

算出し、その結果を第 10 図に示した。これによ

り、MIREC 固有の課題をフィルタリングした上

で、産学官連携コーディネート拠点を設置する条

件をみることが可能となる。

　差が大きかったのは、「使命」(1.120)、「地域のニー

ズ」(0.896)、「コーディネート力量」(0.719) の 3 条

件であった。他地域での援用可能性については、

記述回答も得ている。そこでも、「レーゾン・デー

トルがしっかり共有されていることが前提」、「地

域ではその地域の抱える問題について、いかに取

り組むか組織的に進められない所があるため（産

学官連携が必要）」、「明確な行政ビジョンと地域

のニーズ、それとその地域で力を出せるコーディ

ネーターがいれば可能」との声が聞かれた。

　これが示唆するのは、政策一貫性を前提としつ

つも、MIREC の使命を MIREC に関わる運営委

員、客員研究員、スタッフが共有することであり、

その根幹は地域経済社会のニーズにあるというこ

とである。さらに、コーディネート力量を充実さ

せる必要もあるということである。

　[3] では、アンケート調査の結果を概括しなが

ら、筆者の参与的観察から得られた知見も含み

つつ、分析を加えた。その中で、本項冒頭に掲

げた MIREC を介したネットワーク形成について

も、MIREC はネットワーク形成の場として、ま

た、その結節点として機能していたことが明らか

となったといえる。[3] では、「温度差」の問題は、

産学官のセクター間の問題として理解するべく分

析を進めたが、[4] では MIREC を介したネット

ワーク形成に対する「温度差」と、期待や実績・

評価、産学官連携コーディネート拠点が具備すべ

き要件、MIREC「小休止」／「再起動」の原因

と条件の関係をみておきたい。

　第 5 表は、ネットワークの形成強化、活用可

能、現在活用を異業種と同業他社の別にみたもの

と「ネットワーク」、「期待」、「実績評価」とのク

ロス集計表とのカイ 2 乗検定の結果である。
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(1)　形成強化されたネットワーク

　第 5 表に拠れば、「形成強化されたネットワー

ク（異業種）」と有意な結果を得ているのは、「期

待」では、「環日本海・北東アジア地域の情報収集」、

「環日本海・北東アジア地域との交易の増進」、「国

内日本海沿岸都市との交流・連携」であり、「実

績評価」では、「環日本海・北東アジア地域の情

報収集」、「環日本海・北東アジア地域との交易の

増進」、「国内日本海沿岸都市との交流・連携」、「資

金調達に関する情報収集」、「生涯学習を含む市民

文化活動の活性化」、「MIREC を介した異業種や

同業他社との人脈の拡大」である。紙幅の都合上、

すべてのクロス集計表を紹介することはできない

が、「形成強化されたネットワーク（異業種）」で

は、環日本海・北東アジア地域に対する期待が高

い、評価が高い人ほどネットワーク形成も広範囲

であることが看取される。一例として、「環日本海・

北東アジア地域の情報収集」に関する期待感とそ

の実績評価について第 6 表を掲げておく。

　第 5 表に拠れば、「形成強化されたネットワー

ク（同業他社）」と有意な結果を得ているのは、「実

績評価」では、「高等教育機関が提供する専門的

知識」である。これについて第 7 表に掲げた。第

7 表に拠れば、明確な傾向が看取されるわけでは

ないが、ネットワーク形成の範囲が狭い人ほど期

待外れの結果に終わったとの評価を下しているよ

うに思われる。Granovetter 流にいえば、「局所

ブリッジ」の次数を高める機会であった MIREC

をうまく使いこなせなかったとみることもでき

る。他方で、藤本瞭一のいう大学教員「像」の敷

居の高さを証明する結果ともみることができる。

(2)　現在でも活用可能なネットワーク

　第 5 表に拠れば、「現在でも活用可能なネット

ワーク（異業種）」と有意な結果を得ているのは、

「実績評価」では、「環日本海・北東アジア地域の

情報収集」、「国内日本海沿岸都市との交流・連携」

である。これについて第 8 表に掲げた。現在も活
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用可能なネットワークが広範な人ほど評価が高い

ことが看取される。MIREC を介したネットワー

クが環日本海・北東アジア地域、国内日本海沿岸

都市との情報交流に活用可能だと考えているか

ら、ネットワークを広範に維持しているのか、ネッ

トワークを広範に維持しているから、対応度が高

いのかは検証が必要であるが、「あの人に聞けば、

必要な情報は得られる」との思いが強いことは明

らかであろう。

　第 5 表に拠れば、「現在でも活用可能なネット

ワーク（同業他社）」と有意な結果を得ているのは、

「期待」では、「環日本海・北東アジアとの交易の

増進」であり、「実績評価」では、「環日本海・北

東アジア地域の情報収集」、「京都舞鶴港の活性化」

である。「環日本海・北東アジアとの交易の増進」

が「期待」のみで有意な結果が得られたのは、「実

績評価」においては、見解が分かれる結果となっ

たことを示唆している。第 9 表では、「実績評価」

で有意な結果を得たものについて掲げておく。第

9 表に拠れば、ネットワークが小規模な人ほど期

待外れだったことが看取される。MIREC を介し

て形成された同業他社とのいまでも使えるネット

ワークは、環日本海・北東アジア地域の情報収集

や京都舞鶴港の活性化にはあまり寄与しないとの

判断の表れかもしれない。また、MIREC を介し

てさえ形成したネットワークであっても、同業他

社とのそれにおいては、当該項目に対して思った

ような成果を上げていないとの評価の表れかもし

れない。

(3)　現在でも活用しているネットワーク

　第 5 表に拠れば、「現在でも活用しているネッ

トワーク（異業種）」と有意な結果を得ているの

は、「実績評価」では、「国内沿岸都市との交流・

連携」、「京都舞鶴港の活性化」、「資金調達に関す

る情報収集」である。「資金調達に関する情報集」

については、ネットワークが狭小であるほど期待

外れであったとの回答が多かった。資金調達とい
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えば、一般的には、銀行等金融機関から有利な融

資を受けられる、信用保証といったことがイメー

ジされる。客員研究員に地元金融機関のメンバー

がいたこともそれに拍車をかけたかもしれない。

しかし、MIREC が行っていたのは、中央省庁を

はじめとする競争型公募助成金や委託事業に関す

る情報収集が主であって、政策金利融資に関する

情報収集は従であった。それは、プロジェクトを

多数立ち上げ、MIREC 自身の経営基盤をそれら

の間接経費からも得ようとすることを目的として

いた。MIREC にかかわった人々にとって、情報

収集の内容にギャップがあったのかもしれない。

第 10 表は、「国内沿岸都市との交流・連携」と「京

都舞鶴港の活性化」に関する「実績評価」である。

第 10 表に拠れば、ネットワークが狭小であるほ

ど期待外れとの評価になっていることが看取され

る。今でも活用しているネットワークが狭小に

なってしまったがゆえに、MIRECは持続的なネッ

トワークを提供しえなかったので、期待外れだっ

たとの評価になっているものと考えられる。

　第 5 表に拠れば、「現在でも活用しているネッ

トワーク（同業他社）」と有意な結果を得ている

のは、「期待」では、「京都舞鶴港の活性化」、「生

涯学習を含む市民文化活動の活性化」であり、「実

績評価」では、「環日本海・北東アジア地域の情

報収集」、「国内日本海沿岸都市との交流・連携」、

「『舞鶴』ブランドの向上・情報発信」である。「期

待」であげられた 2 項目については、ネットワー

クが広範であるほど期待感が大きいことが看取さ

れた。「実績評価」における「『舞鶴』ブランドの

向上・情報発信」では、ネットワークが狭小であ

るほど期待外れであることが看取された。第 11

表は、「環日本海・北東アジア地域の情報収集」、「国

内日本海沿岸都市との交流・連携」に関する「実

績評価」である。第 11 表に拠れば、全体として

期待外れであった様子がうかがえるが、現在活動
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しているネットワークが「いない」と回答した人

の評価は期待外れであったことが顕著に表れてい

る。持続的に活用できるネットワークを提供しえ

なかった MIREC に対する厳しい評価であるとみ

ることができる。

　本調査から明らかとなったのは以下の 4 点であ

る。1)MIREC は産学官連携コーディネート拠点

として、人的ネットワークの形成、とりわけ、異

業種間をブリッジする役割をある程度担っていた

こと、2)「期待度」と「対応度」の差をみると、

「京都舞鶴港の活性化」、「『舞鶴』ブランドの向上・

情報発信」が大きく、港湾物流の活性化や舞鶴の

地域ブランド力の向上に関しては、MIREC は期

待外れの成果しか残せなかったことがあげられ

る。また、3)「一般的重要度」と「MIREC の具

備度」の差をみると、「蓄積された経験」、「情報

収集・発信能力」、「企画立案能力・プロデュース

力」、「『目に見える成果』が上がる実行力」で高

く、この 4 要素が MIREC においては力量不足で

あったとみることができる。他方、「知識の移転・

翻訳能力」、「高度で迅速な事務処理能力」は低く

なっており、首尾よく案件をコーディネートして

いくための事務機能は充足していたとみることが

できる。さらに、4)MIREC の再起動、あるいは

他地域への援用を構想する時、政策一貫性が担保

されることを前提としつつも、地域経済社会の政

策課題からその使命を浮き彫りにし、それを産学

官の関係者が共有し、コーディネート力量を充実

させる必要もあるということである。

　また、本稿では、本調査を 2 つの分析視角から

検討してみた。つまり、1 つは、産・学・官の各

セクターに「温度差」があったのか否かという点

である。もう 1 つは、MIREC がネットワークの
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結節点となっていたか否かという点である。

　前者については、いくつかの有意なクロス集計

表を得ることができた。すなわち、「情報収集・

発信能力（一般論）」、「政治的行動力（一般論）」、

「国・府や近隣都市との連携がなかったこと」の 3

点である。「情報収集・発信能力（一般論）」につ

いては、「産」と「学」「官」の、「政治的行動力（一

般論）」と「国・府や近隣都市との連携がなかっ

たこと」については、「産」「学」と「官」の、そ

れぞれ「温度差」を観察することができた。産学

官連携における「温度差」は、MIREC において

も存在し、それはコア・コンピタンスやレーゾン・

デートルにもかかわるものとなって結果として影

響することになる。つまり、「使命」「地域のニーズ」

が何であるかという問いを立て、それにセクター

間から回答を得たとして、同じベクトルを向いて

いること自体ありえないということでもあろう。

澤田芳郎 (2006) のいう産学官連携コーディネータ

は「矛盾請負人」であるとの言は当を得ている。

　後者については、MIREC を介したネットワー

ク形成について、「形成強化」、「活用可能」、「現

在活用」の人数変化度合を分析したところ、いず

れのセクターにおいても、とりわけ「学」と「官」

においてネットワーク縮減「効果」が多く、ネッ

トワークの結節点として機能していたことを明示

することができた。他方、本分析では MIREC と

いうプロジェクトの「場」を媒介にしたネット

ワーク形成なのか、MIRECの産学官連携コーディ

ネータ個人を介したネットワーク形成なのか、と

いった点については十分な考察を行なうことがで

きなかった。しかし、アンケートの設問の文言を

MIREC で統一しておいたため、MIREC という

プロジェクトの「場」がネットワーク形成の場と

して機能したとみるべきであろう。Granovetter

のいう「局所ブリッジ」を高次化する機能を果た

していたし、狩俣正雄のいう「連結者」としての

役割を産学官連携コーディネータに担わせるべく、

MIRECはその「場」を提供していたのである。

　最後になるが、MIREC は、2008 年 10 月 31 日

を以て廃止された。市は廃止理由を「一定の役割

を終えた」19 、「研究から実践の段階に移り、想定

していた役割はほぼ終えた」20 としている。

　第 12 表は、有意な結果を得られなかったが、

MIREC 開設時期の職業別にみた「MIREC の使

命が終了したこと」、「MIREC の使命を再定義す

ること」とのクロス集計表である。第 12 表に拠

れば、(a) の「原因得点」、(b) の「条件得点」の

いずれもが最も低いのは「行政」である。にもか

かわらず、上記の新聞報道のような「理由」で

MIRECは幕を引くことになった。MIRECのレー

ゾン・デートルをもっともよく理解しているのは

第 12 表の結果をみれば「行政」であることは明

らかである。今後、舞鶴市がどのような新たな産

学官連携の在り方とやり方を提示するのか、全国

の多くの自治体が注目しているといえるだろう。
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(2004、2006) などがあげられる。

７　2007 年版大学年鑑に掲載された国公私立の 4 年制大
学について、キャンパスが立地している市区町村を筆
者がカウントした結果による。なお、2008 年 4 月 16 日
現在の自治体数は 1,812 市区町村である。

８　MIREC の概要と当面する課題と展望については、山
田一隆 (2005、2006) において報告したので、それを参
照されたい。

９　たとえば、2007 年度採択分では、大阪電気通信大学
の「企業熟練技術者を活用した産学連携工学教育」、久
留米工業高等専門学校の「産学民連携共同教育による
実践的技術者育成－地域企業・社会との共同研究によ
る地域活性化貢献と技術者教育の融合－」、追手門学院
大学の「地域と連携した起業家的人材の育成－産学連
携および実務家支援を取り入れた地域経済の活性化に
貢献する起業家的人材の育成－」などがあげられる。

10　McMaster 大学の Cooper 教授によって提唱された技
術マネジメント手法で、研究開発から製品開発に至る
プロジェクトを効率的、効果的に管理するためのプロ
セスを示す。ステージゲートには基本的に 4 から 6 の
ステージとゲートから成る。各ステージ内は機能横断
的である。

11　私見ではあるが、MIREC はこの点において、致命
的な状況にあったと考えている。すなわち、常駐す
る MIREC の産学官連携コーディネータは、市や立命

館、MIREC 自身が委託したコンサルタント会社の一社
員であり、行政職員でもなく、立命館の職員でもない、
MIREC との距離感は常に不安定なままであった。この
ような状況下では、末永聡や澤田芳郎が示唆するよう
な、十分な威信と支援、確固たる雇用面での基盤を確
立することは困難であったと言わざるを得ない。

12　Granovetter も「局所ブリッジ」を持っている人は何
らかのクリークに属していると考えているし、狩俣正
雄の場合は、いずれのクリークにも属していない「連
結者」を想定しているが、組織内コミュニケーション
に関する研究であることから、雇用面についての確固
たる基盤は確保された「連結者」であると考えられる。

13 　「小休止」という表現に敏感な被験者もいた。しかし、
筆者があえてそれを使用するのは、浮田次郎 (2008) が
著した立命館大学と舞鶴市の産学官連携の現状につい
てのルポに、MIREC についての記述がある。「07 年度
にミレックの活動が小休止していることを惜しみ」と
いう表現を使って、前機構長である立命館大学政策科
学部教授 本田豊氏のコメントを紹介している。筆者の
同ルポに対する論評はここでは本題から逸れるので避
けるが、「小休止」という表現は、MIREC に関する限り、

「言い得て妙」の感を得たことは事実である。他方、舞
鶴市における産学官連携の取り組みのすべてが「小休
止」しているとは筆者は考えていないことを断わって
おく。

14　設問は、階級区分で問うているため、各階級の階級
値による平均値である。以下同様。

15　元客員研究員 A 氏は、「マジに売ろうと思っている新
商品のコア技術について、ほんまに気の置けない奴に
しかしゃべらないもんです。そんなあちこちでしゃべっ
たりできない。新技術のアイデアなんて、しゃっちょ
こばった会議で生まれるんじゃなくて、酒でも呑みな
がら、ぼんやり考え事をしてるうちにひらめくような
もんですよ」と語っている。

16　MIREC が取り組んだ環日本海・北東アジア地域関
連の案件に関する事例紹介は、本田豊 (2005a、2005b、
2007) が詳しい。

17　MIREC が案件を通してネットワークを持つに至った
舞鶴市内の特定非営利活動法人理事長に対するインタ
ビューによる。

18　筆者自身、東京で MIREC の業務内容と課題・展望に
関する講演を行なったこともあった。たとえば、山田
一隆 (2007a)。

19　2008 年 10 月 21 日付京都新聞。
20　2008 年 11 月 5 日付読売新聞
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Possibilities of Collaboration between Industry, Academia and Government 

in Cities where is not Located by Universities:

A Case Study on MIREC in Maizuru, Kyoto

YAMADA Kazutaka (Ryukoku University)

MIREC (Kyoto-Maizuru Ritsumeikan Insti-

tute of Regional Creation) was established for 

regional social economy development through 

collaboration between Industry, Academia and 

Government in Maizuru where no university is 

located.

This paper is to analyze the survey that 

I carried out into parties concerned in MIREC 

and to discuss the possibility of whether their 

practice can be utilized in other areas in which 

no university is located.

Four points were clarified by the analysis.

1. MIREC played an important role to 

bridge between Industry, Academia 

and Government, and contributed to 

build a human network among them.

2. MIREC was expected to develop the 

Port of Maizuru and enhance a brand 

image of Maizuru; however the results 

did not meet the expectations.

3. MIREC was pointed out its weakness 

of gathering experience and sufficient 

ability in information collecting, sending 

and project management.

4. When we try to establish MIREC again 

or the similar institution in another area 

where no university is located, we need 

to clarify what mission the institution 

should have, and the mission should be 

shared by Industry, Academia and Gov-

ernment. In addition, it is also needed to 

enhance the ability to coordinate among 

them.

MIREC was dissolved in October 2008 as 

Maizuru concluded that MIREC accomplished 

the mission. However, the survey showed that 

the mission of MIREC was not completed yet 

and therefore Maizuru would be required to cre-

ate a new networking system between Industry, 

Academia and Government. 






